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1.はじめに 

 

阪神淡路大震災は、わが国において個人

のボランティアという「新しい社会的な力」

の担い手の登場を印象づけた。但し、献身的

な活動や意志が示される過程で、個人の力

を結集し、組織化していくにはそれなりの

労力と専門的能力が必要なことも同時にわ

かってきた。 

現在、個人的なボランティアに加えて、あ

らかじめ組織された企業なり、事業所なり

の単位で献身的に行われる「共助」の活動を、

公的部門がどのように支援していくか、協

力していくかが重要な課題となっている。

特に2005年 4月 25日に発生したJR福知山

線脱線事故は、持ち前の資機材の活用や管

理者の迅速な意思決定が事故発生後の救援

活動を助けた。 

本稿は、2005 年 8 月～12 月に開催された

「災害時における地方公共団体と事業所間

の防災協力検討会」の議論をふまえながら、

事業所・企業の防災協力の諸問題について

検討するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.JR 福知山線脱線事故から考える被害管理

―自主参集と民間搬送 

2005 年 4 月 25 日午前 9時 18 分に発生し

た JR 福知山線脱線事故は、107 名の死者と、

500 名を超える負傷者を出する大惨事とな

った。この事故が課題として残したものは、

災害時の医療体制、メディア報道と個人情

報の問題、そして企業の防災力など多岐に

わたる。まず、ここでは尼崎市消防本部への

ヒアリング調査をもとに、事業所・企業、そ

してそれらを包含する地域社会の防災力を

めぐる論点整理のため、民間部門における

被害管理(ConsequenceManagement)につい

て考えたい。 

キーワードは自主参集と民間搬送である。

まず何よりも自主参集は、出動要請待ちに

よる防災機関の対応の遅れや大規模災害時

のコミュニケーション不通を乗り越える手

段として意義が重要である。例えば、報道ヘ

リの災害現場の取材活動について、阪神淡

路大震災以来しばしば批判されることがあ

る。今回の場合も、事故発生から救援活動が

開始された 9 時台、10 時台にかけて、救出

現場では消防無線がヘリの騒音で使えなく

なり、現状把握に支障があったという見方
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が一部にある。具体的には、線路で隔てられ

た東西の現場問で連絡があまりうまくでき

ず、その結果として、初動の救助活動が西側

に偏ってしまったのである。 

もちろん、ヘリの騒音が救助活動を妨げ

る問題は飛行を制限する区域や時間を設け

るなど指揮命令系統も含めた協定や対策の

進展が望まれる。 

しかしながら、この事故の救援活動のキ

ーワードの一つが「自主参集」や後述の「民

間搬送」にあるとすれば、発生後、早い段階

での映像をともなったニュース特番報道が、

医療関係者のみならず、近隣の事業者や住

民の救援活動につながったこともまた事実

であろう。 

兵庫県災害医療センターの総括によると、

「緊急搬送養成に対する入力」作業を行う

情報源に「マスコミ」「テレビ」を挙げてい

る医療機関は、22 機関中 9 機関あり、広域

災害・救急医療情報システムの 3 を上回っ

ている 1。報道ヘリは現場を混乱させる問題

を孕んでいるが、事態の重大性の覚知には

やはり絶大な力をもっており、報道機関と

医療機関がそれぞれの役割を担えるにはど

のような工夫が必要かは今後の検討課題と

なろう。 

次に、トリアージや搬送についてはどう

であろうか。今回の事故では、結果として重

傷者は尼崎市内 3 つの第三次医療機関に分

散して搬送され、人数的にもキャパシティ

ーを越えなかったために、大きな問題は起

きなかった。その一方、事故現場近くの尼崎

中央病院については、軽傷者を中心に患者

が殺到している。しかし幸いなことに、この

病院が第三次医療機関ではなかったために、

重傷者が搬送されなかったのである。 

このように、このケースでは防災機関・医

療機関の自主参集が機能し、それが災害時

の通信途絶対策の鍵となることが注目され

る。事実、尼崎市消防局と神戸市消防局の間

では電話の輻較によりやり取りがうまくで

きない時間帯があったが、神戸市消防局は

テレビを見て自主的に出動したという。ま

た、近隣の府県・市町村からの緊急消防援助

隊も今回は有効に活用された。とくに、患者

が集中した病院から近隣の病院までの二次

搬送においてその力が発揮されたと聞く。 

何より多くの軽傷者が民間事業者のボラ

ンタリーな支援や警察車両によって搬送さ

れていることも注目される。周辺事業所で

は、事故車両からの被害者救出、安全な場所

への誘導、応急手当、病院への搬送など献身

的な救助が行われた。このような事業所・企

業の防災協力活動には、各組織の管理職の

判断、組織力、事業内容に応じた資機材の提

供などが大きな成果を上げることにつなが

ったといえる 2。加えて、民間搬送の重要性

とともに、行政機関同士、つまり警察と消防

の負傷程度による搬送時の分掌についても

今後さらに対策作りを進める必要があろう。

こうした被害管理の実務が今後の大規模災

害や重大事故の際に教訓として継承される

ことが期待される。 
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3.減災の新たな担い手―それは企業である 

 

大規模災害や巨大事故に抗するために、

近年繰り返されるスローガンに「自助・公

助・共助」がある。防災実務の担い手は第一

義的には公的部門であることは間違いない

が、公共部門だけでは多様な事案に対応で

きないことは、自然災害であれ、テロであれ

広く認識されるようになってきた。事程左

様に、1990 年代以降の日本社会をさまざま

な危機事案が襲ったのである。そして、この

三位一体の危機対処において、共助をいか

に具体的にプランニングしていくかが問題

となってきた。共助の担い手は誰か。抽象的

にはすべての個人ということができるが、

具体的にはボランティアをイメージする人

が多いであろう。NPO/NGO の活動をイメージ

する場合もあろう。ただ、この共助の担い手、

アクターとして、最も重要な位置を占める

のは実は民間部門の事業所や企業というこ

とになるのではないか。 

企業防災は、経営上のリスクマネジメン

トの問題として基本的には語られてきたも

のである。しかし、事業の継続は、経営その

もののみならず、地域社会の復旧・復興に資

するものであるという認識が近年高まりつ

つある。本稿では詳細に取り上げないが、企

業の事業継続計画(BCP:Business 

ContinuityPlan)あるいは事業継続管理 

(BCM:BusinessContinuityManagement) 

が、最近の企業防災の問題関心の中心と

なっている。これらの議論では、企業は利益

を追求する利己的なアクターとしてではな

く、すべてのステークホルダー、つまり株主、

顧客、取引先、市場全体、社員、そしてその

家族を保護することを最終的な目標に活動

するアクターである。経営基盤を維持・継続

することが、地域社会の防災力向上にも貢

献し、結果として市場における競争力向上

にも資するのである。したがって、一般的な

コ ン プ ラ イ ア ン ス ( 法 令 遵 守 ) や

CSR(CorporateSocialResponsibility:企業

の社会的責任)を越えた積極的な取り組み

が期待されるわけである。 

事業所・企業の防災活動における役割と

は、第一に、組織の属した個人の力を広範な

「共助」の活動に組み込んでいくこと、第二

に多くの人々のボランタリーな志に制度的

裏付けを付与するきっかけになることでは

ないか。ここに災害時における企業の役割

が見いだされる。 

この力を発揮するのは、2つの方向の協調

的な力が必要となる。一つは同じ業種を営

む事業所・企業同士、つまりは業界団体の役

割の重要性である。もう一つは事業所・企業

が立地する地域社会との協調である。業界

の横断的な取り組みと事業所・企業の地域

密着型の BCP/BCM の構築の 2 方向が今必要

となってきている。 

また企業といっても、その規模はさまざ

まである。大企業にあっては、主要な経済団

体と内閣府を通じた全国レベルの協定づく
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り、そして、そのスキームを各都道府県との

防災協力に落とし込むことが戦略的かもし

れない。中小企業にあっては、まず都道府

県・市町村との防災部門とのチャネルを開

通することによって、地域社会の中での自

社の役割を検討していくことが効率的かも

しれない。地域社会が何を求め、企業が何を

提供すればいいのか。実はこの相互の関係

はまだ明確ではないのである。 

事実、「災害時における地方公共団体と事

業所間の防災協力検討会」において、日本青

年会議所会員企業に対して実施された調査

によると、「防災協力活動に協力できない」

と回答した企業では、その理由として「どの

ような協力すれば良いかわからない」とい

う回答が多い。そこで、事業所・企業の防災

協力とは何かの社会的合意形成がまず必要

となってくる。活動としてできることを分

類すると、次のような項目になろう。 

①人的協力 

②物的協力 

③避難場所などの提供 

④負傷者などの搬送 

⑤特殊なスキルの提供 

⑥特殊な資機材の提供 

まず企業の防災協力とは、このような項

目であることが、広く社会的に認知される

ことが出発点である。こうした認識の共有

は「どのような協力すれば良いかわからな

い」と考えている規模の比較的小さな事業

所・企業への協力項目の明確化につながる。 

日本青年会議所の調査では、防災協力活

動に取り組む意義を尋ねた質問で、「企業の

社会的責任」(全体の 71%)という回答が圧倒

的であり、「地域の構成員としての貢献」(全

体の 44%)が次に多い。これらに対して、自

社の営業活動に資するような「信頼性やブ

ランドイメージの向上」、「社会的評価」とい

う回答はいずれも全体の 5%以下と少なかっ

た。この解釈としては、事業者は何も「下心」

があって防災協力をやっているわけではな

い。「馬鹿にしないでくれ」というような背

景があるのかもしれない。 

翻って、企業の環境への取り組みはすで

にそのような解釈ではなく、広く社会一般

に対して、企業の社会的責任と同様、ブラン

ドイメージの形成や社会的評価の向上に貢

献していると見るべきだろう。従って、環境

問題がすでに社会全体の課題であるのと同

じく、安心・安全社会の構築が社会全体の喫

緊の課題となっているのであるから、企業

としてもこの取り組みを自らの営業利益追

求と同じ土俵で推進していくことに、引け

目ややましさを感じる必要はないと思われ

る。防災分野の取り組みを強調することが

自社イメージの向上につながって悪いこと

はないもないのである。防災協力活動への

インセンティブを付与する社会システムの

模索とともに、こうした企業活動へのまな

ざしの変化も企業側・市民側双方にとって

必要であろう。 
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4.地方公共団体と事業所間の防災協力 

 

4.1 防災協力事業者登録制度と防災協力協

定 

地方公共団体と事業所間の防災協力の要

諦は何か。巨大災害では、防災機関だけの救

出・救援活動では充分ではないことは明ら

かである。従って、社会において組織力のあ

る企業・事業所が持てる人的・物的資源を初

動において有効活用することが期待される。

そのためには、まず事前の協力関係構築が

第一である。第二に、いざ発災した時に、地

方自治体や消防機関とどのような情報共有

ができるかというオペレーション上の問題

がある。 

まず、第一の論点について考える。一口に

協力といっても、その程度によって担うべ

き責任が違ってくる。現在、地方公共団体と

事業所・企業間の防災協力を考える際には、

2つのレベルがある。一つは、防災協力事業

所登録制度であり、もう一つは防災協力協

定である。前者は手続きが煩雑な防災協力

協定に比べて、簡便であり、比較的小規模の

事業所・企業でも登録し易い利点がある。ま

た多様な事業所に登録してもらうことで、

行政機関ではカバーできないきめ細やかな

発災時のニーズに対応できる。一方後者は、

行政機関と事業所・企業間で協定書や覚書

を取り交わし、発災時における事業所・企業

の協力をより実行性あるものにするもので

ある。 

レベルの違いといってはそれまでである

が、双方の利点や問題点を整理することは

無意味ではない。まず「災害時における地方

公共団体と事業所間の防災協力検討会報告

書」から都道府県側は防災協力事業所登録

制度に対してどのような見方をしているか

を見てみよう。有効性としては、①情報連絡

体制の強化がはかれる。②事後の協力要請

の手間が省ける。③地域防災計画へ協力内

容が盛り込める。④行政の補完ができる。⑤

行政の対応しづらい領域への貢献が期待で

きる。⑥協定締結よりも簡便である。⑦個別

事業所との協力関係が得られる(協定は業

界団体と締結する場合が多いのに対して)、

などの点を上げている(同報告書での自由

回答を筆者が要約・整理)。 

一方、容易さ・簡便さの裏返しで、登録す

るだけでは実行力を保つのは難しいとする

見解もあった。この制度の利点を活かすに

は、行政から事業所の対応能力の把握を常

時行っておくことが必要となろう。また、現

実問題として、発災時には協力活動よりも

企業活動が優先されるのではないかという

危惧もある。登録の簡便さに付随する不確

実性を懸念する意見が多かった。繰り返し

になるが、これは「防災協力協定」よりも簡

便で敷居が低い登録制度の利点と表裏一体

の問題でもある。間口を広くし、多くの企

業・事業所に各自治体との防災に関するコ

ミュニケーションのルートを開設してもら

うことにまず意味がある。このことを念頭

において登録制度の拡大をはかっていくべ

きであろう。 

次に、防災協力協定への地方公共団体の

見方である。まず有効性の認識として、①多

様な事業所・企業との協定が発災時の情報

伝達に資する、②行政の補完ができる、③信

頼感・連帯感の醸成ができる、④医療・救助

分野の協定は初動対応で重要、⑤協定で地
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域防災計画に具体性を持たせることができ

る、⑥民間の災害拠点ができる、などの点が

挙がっている。 

一方、事業所・企業が休業している場合、

事業所自体も甚大な被害を受けた場合にど

けだけの協力を仰ぐことができるのかに懸

念もある。 

協定は登録よりも強固な関係ではあるが

同じ問題を抱えているともいえよう。両者

に共通するのは、行政だけでは対処できな

いことへの期待である。それは言い換える

と、地域防災計画の具体化である。被害管理

や救助・救出、復旧支援において、いわゆる

マニュアルを生活上の具体的な場面におい

て記述し、準備するという役割を、登録や協

定は担っているのである。 

防災協力協定の一例を挙げてみると、例

えば、西宮市の消防協力隊制度がある。この

事例は、事業所・企業の自衛消防隊を当該小

学校区内に出動要請できるものとしており、

かなりの実行力が期待されるものである。

北海道ではコンビニチェーンと道路や河川

の異常情報の収集について協定を結んでい

る。このような情報収集能力と輸送能力を

もつ事業所・企業は、民間部門ではあるが公

的機関を補完するに充分な能力を有してい

るといえる。 

公民館や出張所など公的なステーション

以外に、コンビニなど住民にとっての(民間

の)ステーションを救援拠点に変えること

も可能だ。 

防災協力事業所登録制度にせよ、防災協

力協定にせよ、発災時に重要になってくる

のは、情報共有の問題である。これには現在

災害時優先電話などを利用可能な事業所を

協力関係の程度によって、拡大していくよ

うなことも考えられる。民間部門に公的性

格の強いプライオリティを付与するという

わけである。また、防災行政無線個別受信機

の事業所への積極的な導入も J-Alert(全国

瞬時警報システム)の実用化が見込まれる

中では大事になってくる。 

 

4.2 オペレーション上の課題 

では実際に大規模災害や重大事件が発生

した場合の地方公共団体と事業所・企業間

の具体的な対応について考えてみよう。登

録や協定を行った企業が実際に何をどのよ

うにできるのかのオペレーション上の問題

である。 

前述の日本青年会議所会員への調査にお

いて、提供可能な資機材は何かについて尋

ねたところ、基本的に「救出」に役立つ資機

材が多い。一方、「搬送」に役立つものは、

車両以外ではあまりない。JR 福知山線脱線

事故でもストレッチャーの替わりに、列車

の椅子を活用していたのを記憶している人

も多いだろう。こうした創意工夫も事業所

の防災協力活動では重要になってくる。 

また、意思決定者・現場責任者の判断とい

う問題がある。救援・救出作業における消

防・警察と一般事業者との指揮系統をめぐ

る調整をどのようにするのかは、具体的な

演習や訓練の中で酒養されるもので、事前

のマニュアルがどこまで実効性を持つかは

不安な面がある。責任や補償の点では、巨大

事故・テロなどの際に救援・救出作業を行う

一般事業所職員の二次被害防止も重要な課

題である。例えば、原子力災害や化学・生物

剤によるテロ事件発生の場合は、被害原因
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物質が現場付近に滞留し、救援・救出作業に

従事する救急隊員や警察官と同様、ボラン

ティアとして活動する個人をも襲うことが

懸念される。こうした事案発生の場合は、献

身的な活動の意義を重く受け取るとともに、

二次被害の出ないような関係機関の指揮命

令、指導が求められる。 

また、事業所・企業内部においても、それ

ぞれの職制に応じた役割分担をあらかじめ

念頭においた演習・訓練を実施するのも重

要だ。例えば、戦争においては前線

(frontline)と銃後(homefront)が存在する

ように、事業所・企業が発災時に救援・救出

活動を行う場合、平時の職制や仕事内容に

応じた指揮系統や役割分担 3 がうまく機能

することが望ましい。JR 福知山線脱線事故

の際の民間による救出活動を見ても、ケガ

の手当など直接的なケアのみならず、「大丈

夫だ」「すぐに病院に連れて行ってあげるか

ら」「落ち着いて」などという励ましのこと

ばがいかに重要であったことが報告されて

いる 4。 

資機材の提供とは違う論点を持つのが、

施設や場所の提供である。事業所・企業にと

って、一番協力に消極的にならざるを得な

いのは、施設・場所の提供ではないだろうか。

特に、自社にとって重要な商品や器機また

生産活動に必要な危険物などがある場合、

躊躇せざるを得ない。平成 12 年東海豪雨の

際、店舗店長と地域ブロック長の判断で駐

車場を開放したケースがある。阪神淡路大

震災の後、筆者が三宮地下街の防災担当者

に行ったヒアリングでは、寒風の中テント

で避難生活を余儀なくされている人がいる

のだから、営業していない地下街を被災者

のために開放・提供すべきだとの指摘や批

判が報道機関からあったが、それには応じ

なかったという。担当者は「1日でも早くく

さんちか〉を営業再開させることが地域の

復旧・復興のシンボルになるとの思いで、そ

の種の批判は甘受した」との旨、話されたの

を痛烈に記憶している。商用施設の担当者

としては、スクアット(squat:不法占拠)に

つながるようなリスクをおかす判断はしづ

らい。商用施設の防災協力において、現在で

は、帰宅難民者対策として、一時的に被災者

に施設を開放することは広く防災協力の枠

組みに入ってきている。但し、上記のような

すでに避難生活に入っている場合の商用施

設、自社施設への被災者受入の問題は、事業

所・企業にとっては依然として難しい問題

だ。従って、帰宅困難者対策に見られるよう

に、あくまで被災者への一時的提供である

という主旨の強調や支援実務プランの作成

が、企業側を動かす要因にもなると思われ

る。場所や土地の提供という防災協力は、基

本的に、この一時利用という協力の時間的

な範囲をきちんと策定し、提供者に期限後

の原形復旧をきちんと保証・担保すること

である。横浜市が取り組んでいる「防災協力

農地」もこの点をきちんと明確化している。

事業所からの施設や土地の提供については、

一時利用の明確化で広く防災協力を拡大す

ることができる余地がある。 

まとめると、地方公共団体と事業所・企業

の防災協力を実行力あるものにするには、

自治体と事業所の思惑のミスマッチを避け

るのが課題である。そのために、自治体はど

のような協力を期待するのかを明確に提示

することが必要である。一方、事業所は、自
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らも被災するケースとそうではないケース

に分けた上でどのような協力ができるのか

を提示することが大事である。同時に、平常

時の企業活動の中から無理のない、得意分

野の提供を心がけることも必要である。 

また、地方公共団体と事業所・企業はお互

いに、防災協力活動中の事故、営業上の損失

に対する災害補償について、きちんとした

取り決めをすることが事業所・企業側の積

極的な取り組みを促す効果がある。 

 

 

5.市場経済の特性を活かした社会貢献のあ

り方 

最後に、減災のアクターとしての事業所・

企業について、これまでのわが国の防災観、

日本人の防災観を転換する意義があるとい

うことを述べたい。それは何かというと、私

たちは防災というものを「公的な」性格のも

のを受け取る傾向にあったのではないかと

いう思いである。防災分野への予算措置は

もちろんのこと、防災は国や地方公共団体

が取り組んでいることというのがあったと

思われる(今でもあろう)。 

それを突き崩したのが、阪神淡路大震災

であり、「自助・公助・共助」ということば

である。自分は何ができるか、自分たちが他

者に何ができるのかを突き付けたわけであ

る。こうした従来の「防災=公共(事業)観」

から市場経済や自由経済のコンテキストに

防災をのせることがようやくできつつある

のではないだろうか。つまり、自由な競争や

企業の市場での競争力と防災への取り組み

は決して利益相反になるわけではないとい

うことだ。企業の事業継続計画(BCP)あるい

は事業継続管理(BCM)の取り組みが熟して

いく中で、登場してきた SR エファンド、防

災格付け融資、防災会計によって、市場経済

の特性を活かした防災分野への貢献が可能

であることを見ておこう。 

SRI ファンドとは、社会的に責任ある行動

をとっている企業や環境問題に積極的に取

り組む企業に投資するものである。SRI ファ

ンドの対象となることで、企業の株価上昇

や融資金利の引き下げなど経営基盤を支え

ることになる。また一般投資家(市民)の信

頼や評価を高めることになる。こうした関

係は、まさに従来の政府と国民という防災

分野の関係性から、市場における企業と市

民の関係性の中で防災対策が機能しはじめ

たというスキームの転換を物語っている。

同時に、市場の特性を活かすということは、

企業の防災努力に関する評価を文字通り、

投資という形で実現することができ、結果

は企業業績に反映されてくることになる。 

環境保全から安全・安心社会の構築へと、

企業の社会的責任が展開していく現在、SRI

ファンドの防災分野への拡大は、日本人の

防災観をも変えつつあるのではないか。SRI

ファンドは、市民(=一般投資家)が企業の防

災分野での取り組みを評価できる市場経済

におけるシステムである。 

国による企業への保護主義的なインセン

ティブではなく、自由経済の原理に根ざし

た企業評価であり、企業にとっても意味の

あるインセンティブになる。 

防災格付け融資とは、地震や風水害に備

える優れた新規防災対策を実施する民間企

業に対し、対策費の半額までを優遇金利で

貸し出すものである。減災の担い手たる企
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業の防災分野への取り組みに関して、日本

政策投資銀行が中央防災会議の定めた「顧

客や周辺住民、従業員らの生命の安全確保

策の整備」、「延焼や爆発被害など周辺地域

への 2次災害防止策の整備」など 12 の評価

項目を格付けすることになる。これも、政府

による道路などインフラへの公共事業とは

異なるスキームで、民間部門の耐震化とい

う重要政策課題に取り組んでいくことが可

能となる方策である。防災会計は環境会計

の概念を取り入れ、直接的な利益として計

上されない防災対策への投資をコスト対効

果の分析を可能にするものである。 

このように、BCP/BCM の確立と遂行は、自

社の企業活動だけではなく、広くわが国全

体の減災能力向上に貢献するものである。

災害の多い日本に特有な事情を考慮した、

日本型 CSR(企業の社会的責任)では、防災の

比重が大きいのは当然ともいえる。 

法令遵守、消費者保護などいわば「守り」

の CSR から防災分野での「攻め」の CSR へ。

日本企業の取り組みに期待したい。 
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注 

1 兵庫県災害医療センター「JR 福知山線列車事故

に お け る 現 地 医 療 活 動 に つ い て 」

2006.1.16http://wwwhemc.jp/ 

2 総務省消防庁「災害時における地方公共団体と

事 業 所 間 の 防 災 協 力 検 討 会 報 告 書 」

2005.12http://www.fdma.go.jp/neuter/topic

s/houdou/051226.pdf 

3男女の性役割の強調は時代の思想潮流に逆行す

るとの批判もあろうが、事業所・企業内の職員

のスキルやパーソナリティに応じた役割分担

と同様、〈男性らしい〉〈女性らしい〉役割分担

による献身的な活動は、緊迫したあるいは凄惨

な現場では必要になってくると筆者は考える。 

4 日本スピンドル製造株式会社(2005)「4.25『あ

の時、私達は…』-JR 福知山線脱線事故社員の

救援活動の記録一」 
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